
新秋地総第３４２号 

令和５年５月２２日 

 

 秋葉区自治協議会 会長 様 

 

秋葉区役所地域総務課長 

 

 

まちづくりパートナーシップ事業秋葉区審査委員会委員の推薦について（依頼) 

 

日ごろ、区政運営に格別のご理解とご協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、秋葉区では今年度よりまちづくりパートナーシップ事業を実施し、行政課題の解決に向け、多様

な主体から提案を募集いたします。その際、応募のあった提案について、審査会より採択にふさわしい提

案を選定していただくことなども予定しています。 

つきましては、貴自治協議会から委員１名を下記の通りご推薦いただきたくご依頼申し上げます。 

 

記 

 
１ 事業概要  別紙のとおり  

 

２ 任  期  委嘱の日から令和８年３月３１日まで（ただし、自治協議会委員の職にある期間） 

※委嘱状の交付は省略とし、通知をもってこれに充てます。 

 

３ 役  割  各年度の１次審査、２次審査、中間ヒアリング及び実績報告の評価・検証   

 

４ 開催時期  

  

 

 

 

 

※開催時期については、今後変更となる場合があります。 

 

５ 回答期限  令和５年６月３０日（金）  

 

 

 

 

 

内容 Ｒ５年度事業 Ｒ６年度事業 Ｒ７年度 

１次審査 Ｒ５年７月頃 Ｒ５年１１月頃 

今後決定 
２次審査 Ｒ５年７月頃 Ｒ５年１２月頃 

中間ヒア Ｒ５年１２月頃 Ｒ６年１２月頃 

事業評価 Ｒ６年４月頃 Ｒ７年４月頃 

お問合せ先 

秋葉区地域総務課企画グループ 担当：山田  

電話：２５－５６７２（内５１３１） 

Mail：chiikisomu.a@city.niigata.lg.jp 

資料４ 

mailto:chiikisomu.a@city.niigata.lg.jp


令和5年度新規事業 まちづくりパートナーシップ事業まちづくりパートナーシップ事業

【現状・課題】

人口減少、少子高齢化の進展などに伴い、地域が抱える課題が複雑・

多様化し、自治会・町内会等の地縁団体や行政だけで解決することが困

難になっている。

【概 要】

行政課題の解決に向け、区役所や本庁各部が課題（テーマ）を設定し、

広く民間企業、ＮＰＯや学校など多様な主体から提案を募集する。

その中から優れた提案事業を選定し、その提案者の取組に対し補助金

を交付し、支援する。

また、行政からの支援後も引き続き自主運営で持続的に取り組む。

応

募

審
査
・
選
定

秋葉区役所 民間企業、NPO法人、大学 など

事業提案

自由な発想と専門性を活かした企
画事業や環境整備などを通じて、
より効率的・効果的に移住定住を
促進する提案を募集します。
例えば、
・空き家を活用した移住促進
・移住体験ツアーの企画
・人的ネットワークの確立 等

提案者

地域

自主運営
R5 R6 R7 R9R8 R10・・・

補助金
３年間で300万円

各年度の配分は提案者が自由に設定
※単年度の上限は200万円

事 業 実 施
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【事業の流れ】

4月～
６月末

7月頃

【事業主体】
民間企業、 NPO法人、大学、公益法人、研究所、その他任意団体など

※市外の企業も対象

【補助金の概要】
①補助対象：区役所等が提示するテーマに沿った事業に係る経費

②補助期間：連続する３年度以内

③補助率 ：10/10 

④補助上限：３年度で300万円（各年度の配分は自由）
ただし、単年度の上限額は200万円

移住定住の促進
R5年度秋葉区のテーマ

地域社会の新たな担い手と
関係人口の増加を目指すた
め、地域団体や企業等によ
る移住に向けた取り組みを
支援します。


